
 

広島県ＤＶ加害者プログラム人材育成事業補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 県は，県内のＤＶ被害者等（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律（平成 13 年法律第 31 号。以下「法」という。）第１条第２項に規定する被害者並び

に法第 28条の２に規定する関係にある相手からの暴力を受けた者及びその同伴する家族

をいう。以下同じ。）の支援等に携わる民間活動団体が行うＤＶ加害者プログラムを実施

する人材の育成に要する経費に対し，予算の範囲内において補助金を交付するものとし，

その交付等に関しては，広島県補助金等交付規則（昭和 48 年広島県規則第 91 号。以下

「規則」という。）に規定するもののほか，この要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 この補助金は，ＤＶ被害者等の安全と安心を確保するため，ＤＶ加害者プログラム

の実施を予定する民間団体において，プログラムを実施できる人材の育成に要する経費

を補助することにより，県内全域におけるＤＶ被害者等の支援体制を強化することを目

的とする。 

 

 （定義） 

第３条 この要綱において「ＤＶ加害者プログラム」とは，ＤＶ被害者等の支援の一環とし

て，ＤＶ加害者が集団または個人で参加するプログラムで，プログラム実施者の働きか

けにより，ＤＶ加害者に自らの暴力を自覚させるとともに，暴力の再発を防止すること

を目的として行われるものをいう。 

 

（補助対象団体） 

第４条 補助対象団体（以下「補助事業者」という。）は，次のいずれにも該当する民間活

動団体の中から，知事が適当と認めた団体とする。 

（１） ＤＶ被害者等の保護又は相談活動等，ＤＶ被害者等の支援を過去１年以上行ってお

り，今後も活動が見込まれる団体であること。 

（２） 広島県内に主な事務所を有し，県内を拠点として活動していること。 

（３） 政治活動を主たる目的とする団体，暴力団又は暴力団員の統制のもとにある団体で

ないこと。 

 

（補助金交付の対象等） 

第５条 この補助金の交付の対象となる事業は，補助事業者がＤＶ加害者プログラムを実

施する人材を育成するために行う事業（以下「補助事業」とする。）とする。   

２ 補助金の基準額，交付の対象となる経費及び補助率は別表のとおりとする。 

３ 補助金の交付額は，別表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出

額から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して，少ない方の額に第３欄に定め



る補助率を乗じて得た額とする。ただし，算定された額に 1,000 円未満の端数が生じた場

合には，これを切り捨てるものとする。 

 

（交付の申請） 

第６条 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は，別記様式第１号のと

おりとし，その提出期限は，知事が別に定める。 

２ 規則第３条第１項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は，

次のとおりとする。 

（１） 所要額調書（別紙１） 

（２） 実施計画書（別紙２） 

（３） 収支予算書 

（４） 団体概要（別紙３） 

（５） 規約その他ＤＶ被害者等の支援活動が把握できる資料 

（６） 法人及び法人代表者に県税の滞納がないことの証明書 

（７） その他知事が必要と認める書類 

 

（交付の条件） 

第７条 規則第５条第１項の規定により附する条件は，次のとおりとする。 

（１）補助事業の内容等の変更をする場合は，あらかじめ別記様式第２号による変更交   

付申請書を知事に提出し，知事の承認を受けなければならない。 

（２）補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，あらかじめ別記様式第３号による

中止（廃止）承認申請書を知事に提出し，知事の承認を受けなければならない。 

（３）交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は交付対象事業の遂行が困難とな

った場合においては，速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

 

（交付決定） 

第８条 知事は規則第６条の規定により補助金の交付を決定したときは，申請者に通知す

る。 

 

（申請の取下げ） 

第９条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期間は，前条の

交付決定通知書を受理した日から起算して 30 日以内とする。 

 

（状況報告） 

第 10 条 規則第 10 条の規定により知事の要求があったときは，補助事業の遂行状況につ

いて書面により知事に報告しなければならない。 

 ２ 知事は，必要に応じて，補助事業の実施状況について現地調査を行うことができるも

のとする。 

 



 

（実績報告） 

第 11 条 規則第 12 条の規定による補助事業実績報告書の様式は，別記様式第４号のとお

りとし，その提出期限は当該補助事業の完了した日若しくは当該補助事業の廃止の承認

を受けた日から起算して 30 日を経過した日又は翌会計年度の４月 10 日のいずれか早い

日とする。 

２ 規則第 12 条の規定により事業実績報告書に添付しなければならない書類は，次のとお

りとする。 

（１） 精算書（別紙４） 

（２） 実施報告書（別紙５） 

（３） 収支決算書 

（４） その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第 12 条 知事は，規則第 13 条の規定により補助金の額を確定したときは，補助事業者へ

通知する。 

２ 知事は，補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額を超

える補助金が交付されているときは，その超える部分の補助金の返還を命ずるものとす

る。 

 

（補助金の請求） 

第 13 条 補助金の請求は，前条の補助金の額の確定通知書を受理した日から起算して 10   

 日以内に，別記様式第５号の補助金請求書により行うものとする。 

 

（帳簿等の保存期間） 

第 14 条 規則第 21 条の規定による帳簿及び書類を保存しなければならない期間は，補助

事業の完了の日から起算して５年を経過した日の属する県の会計年度の末日までとする。 

 

（その他） 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，知事が別に定めるものとする。 

 

 附 則 

この要綱は，令和４年８月 29 日から施行し，令和４年度分の補助金から適用する。 

  



別表（第４条関係） 

 

１ 基準額 ２ 対象経費 ３ 補助率 

・一団体あたり 40 万円 次の研修の受講に係る経費（受講費用） 

（１）アウェア主催のＤＶ加害者プロ

グラム研修 

（２）ＲＲＰ研究会主催のＤＶ加害者

教育プログラムファシリテーター養

成研修会 

（３）その他，知事が認める研修 
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